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株主の皆様へ

代表取締役会長
兼最高経営責任者

代表取締役社長
兼最高執行責任者

平成26年6月27日開催の当社第106回定時株主総会におきまして、
下記のとおり報告並びに決議されましたので、ご通知申しあげます。

報告事項 1. 第106期（平成25年4月1日から平成26年3月
31日まで）事業報告、連結計算書類並びに会計
監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

  　本件は、上記の内容を報告いたしました。
 2. 第106期（平成25年4月1日から平成26年3月

31日まで）計算書類報告の件
  　本件は、上記の内容を報告いたしました。

決議事項 第1号議案 剰余金の処分の件
 　本件は、原案どおり承認可決されました。
 第2号議案 取締役5名選任の件
 　本件は、原案どおり承認可決されました。
 第3号議案 補欠監査役1名選任の件
 　本件は、原案どおり承認可決されました。
 第4号議案 役員賞与支給の件
 　本件は、原案どおり承認可決されました。

連結決算ハイライト

第106回定時株主総会決議のご通知
所在地別売上高・営業損益2

 国　内  ・　 当期後半からの自動車需要の回復を受けて自動車関連売上が増加した
ことに加え、不振であった非自動車分野（特に船舶・建設機械向け）の
対前期比での売上減少幅縮小等により、売上高は前年実績を上回りま
した。また営業損益も前期に比べて増加いたしました。

 アジア  ・　 中国をはじめとしたアジア地域で自動車関連が堅調に推移。円安効果と
も相俟って売上高・利益ともに増加いたしました。

 北　米  ・　 自動車関連が堅調で、建設機械向け販売も回復傾向で推移。円安効果
とも相俟って売上高は増加しました。営業損益のマイナス幅拡大は、主
に2013年7月に操業を開始したメキシコ新工場に係る創業初年度の先
行費用計上によるものです。

 欧　州  ・　 自動車関連は欧州自動車メーカーからの受注を取り込みながら堅調に
推移し、円安効果とも相俟って売上高は増加しました。営業損益は、舶
用売上（中・小型船向け）が低調であったことに加え、欧州で２か所目と
なる設計・開発拠点の設置（2014年2月稼働）に係る先行費用の計上
等より減少いたしました。
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連結
通期業績

【前期】
2013/3期

【当期】
2014/3期

対前期比
増減額 増減率

売上高 70,886 77,350 +6,463 +9.1%
営業利益 6,286 7,368 +1,082 +17.2%

（営業利益率） （8.9%） （9.5%） ― （＋0.7P）
経常利益 6,935 8,063 +1,128 +16.3%

（経常利益率） （9.8%） （10.4%） ― （＋0.6P）
当期純利益 4,385 4,735 +349 +8.0%

（当期純利益率） （6.2%） （6.1%） ― （△0.1P）

連結決算概要1

 売上高 
連結売上高は773億円（前期比＋9.1%）となり、過去最高値を更新いたしました。
〈国内売上〉
当期後半からの自動車関連売上の増加や、不振であった非自動車関連（特に船舶、
建設機械向け）の対前期比での売上減少幅縮小により、前期を上回りました。

〈海外売上〉
世界の自動車市場の伸長を背景に、欧州を中心とした堅調な受注に加えて円安効
果もあり、アジア（中国含む）、北米、欧州の全地域で売上高が増加いたしました。
 利益面 
自動車関連分野の増収効果や、非自動車関連の対前期比での減収・減益幅の縮小
に、円安効果も加わり、営業利益は73億円（前期比＋17.2%）、経常利益は80億円
（同＋16.3%）、当期純利益は47億円（同＋8.0%）となり、いずれも前期に比べて増
加いたしました。
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営業のご報告

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼
申し上げます。
ここに、当期（2014年3月期）における営業の概要につい
てご報告を申し上げます。

当期のグループ業績につきましては、国内は、当期後半よ
り自動車関連売上が増加したこと、及び不振であった非自動
車分野（特に舶用・建設機械）の対前期比での売上減少幅が
縮小に向かったことなどから、通期での売上高は前期を上回
ることができました。
海外では、自動車の世界市場の伸長を背景に、欧州を中心

とした大同ブランドの浸透からの堅調な受注に加え、円安効
果などにより、全ての地域で売上高が増加いたしました。
その結果、前期に比べて64億63百万円（＋9.1%）増加し、
当社グループ全体の売上高は773億50百万円と、過去最高
値を更新いたしました。
利益面につきましては、自動車関連分野での増収効果や、
非自動車関連の対前期比での減収・減益幅の縮小、収益改
善等利益創出に向けた活動への取り組み、それに円安効果も
加わり、営業利益は73億68百万円と前期に比べて10億82
百万円（＋17.2％）増加いたしました。経常利益は為替差益
５億12百万円の計上等により、80億63百万円と前期に比べ
て11億28百万円（＋16.3％）増加いたしました。また、旧東
京工場の跡地売却益他として特別利益８億96百万円を計上
した一方で、法人税等支払額や少数株主利益など控除額の
増加により、当期純利益は47億35百万円と前期に比べて
３億49百万円（＋8.0％）増加いたしました。

現在、当社グループでは、すべり軸受の全産業分野におい
て世界市場でトップシェアを獲得し、世界で存在感のある大
同メタルグループを目指すべく、中期経営計画（2012年度
から2017年度までの６ヵ年）に基づき、グローバルベースで
の事業拡大に取り組んでいます。

中期経営計画の第１ステージ（2012年度から2014年度）
における、事業基盤の拡大と再構築に向けた取り組みにつき
ましては、2012年にダイナメタルCO.,LTD.（タイ）の第３工
場及び大同精密金属（蘇州）有限公司の第２工場が完成いた
しました。また、2013年には大同メタルチェコs.r.o. の第２
工場、PT. 大同メタルインドネシアの第２工場及び新たに進
出した大同メタルメキシコ S.A. DE C.V. の新工場が完成い
たしました。
同メキシコ新工場は、2013年７月に操業開始の後、順次生
産量を増やしながら、今後は米国やメキシコ、それに南米も
視野に入れた生産の中核拠点として早期黒字化を目指してま
いります。
また、大同メタルロシアLLCにおいて、外資系自動車メー
カーの本格生産やトラック市場を睨んだ生産対応を進めるな
ど、事業基盤の整備、拡充を着実に進めることで、日本・米国・
欧州・アジア・中国の５極体制をより一層強固なものとして
まいります。

第１ステージ最終年度である2014年度において、これま
での取り組みについての総括をおこない、第2ステージ最終
年度（2017年度）での当社グループのチャレンジ目標である
「連結売上高1,110億円、営業利益167億円、営業利益率
15％以上」の達成並びに『すべり軸受の全産業分野での世界
トップシェア獲得』の実現に向けて、外部環境の変化も踏まえ
つつ、改めて取り組むべき課題を明確にしたうえで、実行に
移してまいります。

常に " DAIDO SPIRIT（夢・希望・挑戦）"を忘れずに、
グループ全社全員が一丸となって勇気ある挑戦を続けてまい
ります。
株主の皆様におかれましては、今後も引き続きご支援ご鞭
撻を賜りますようお願い申し上げます。

2014年6月
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事業の概要

事業別製品の紹介

　軸受（メタル）とは、回転する軸を支える部品です。エンジンを始め、
回転する部分がある機械には必ずといってよいほど使用されており、
機械の性能を左右するほどの重要な部品です。
　大同メタルが製造しているのは「すべり軸受」（プレーン・メタル、
平軸受とも言う）と呼ばれる軸受で、ボールベアリングなどの「ころが
り軸受」とは異なります。
　一般的に「すべり軸受」は、半永久的に寿命が長く、負荷能力（支え
られる重さ）は速度とともに増加し、静かで、耐衝撃性があることか
ら、自動車、船舶、建設機械などのエンジン用軸受等に適しています。

　当社は、自動車のみならず、多種多様の産業分野の軸受を手掛
ける、「総合すべり軸受メーカー」です。

　通常、自動車のエンジン部分には１台あたり平均で約２０個の軸受
が使用されています。当社はこの自動車用エンジン軸受において、世
界シェア約３0％（2013年暦年当社試算）のトップシェアを有してい
ます。

　自動車では、エンジン部分以外にも、いろいろな場所に多くの軸受
が使用されています。中でも当社は、ターボチャージャー用軸受（ス
モールターボ）では世界シェア約34％（2013年暦年当社試算）の
トップシェアを有しています。また、ショックアブソーバー用軸受にお
いても国内で極めて高いシェアを有しています。

半割メタル スラストワッシャー ブシュ

パワーステアリング用
ポンプブシュ

エアコン用チップシール
（スクロールコンプレッサー）

ラックアンドピニオン
ステアリングブシュ

ターボチャージャー用
フローティングベアリング

スターター用ブシュショックアブソーバー用
ブシュ

フロントリクライニング   
シート用ブシュ

トランクリッドブシュ/ 
エンジンフードブシュ

スロットルボディ用ブシュ ターボチャージャー用
スラストベアリング

自動車用エンジン軸受

自動車用エンジン以外軸受（自動車部品用軸受）
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ドライベアリング

ロータリーポンプ

集中潤滑装置（MR-LUB）

　ショベルカーなどの建設機械のエンジン部分・シリンダー部分や
中小型船舶のエンジン部分に使用されています。当社は、建設機械・
農業機械用の軸受においても国内外で高いシェアを有しています。

　船舶のエンジンに用いられる軸受は、大きいものでは内径１メー
トルにもおよびます。当社は大型船舶用の軸受においても世界で
約59%（2013年暦年当社試算）のトップシェアを有しています。

　オフィス用機器はもとより水力・火力などの発電設備、高速車輌、鉄道事業、免震・制振装
置など、多種多様な産業分野の軸受を手掛けています。また、ロータリーポンプ、集中潤滑装
置など、軸受以外の潤滑技術応用製品も開発・販売しています。

中高速ディーゼルエンジン用軸受

特殊軸受（タービンなど）

低速ディーゼルエンジン用軸受

（左）TPJB（ティルティングパッドジャーナルベアリング） 
（右）TPTB（ティルティングパッドスラストベアリング） 

建設機械・中小型船舶用軸受 大型船舶用軸受

一般産業用軸受・その他
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決算の状況  連結

連結貸借対照表  単位：百万円（百万円未満切捨て）

科目／期別 前期
（2013年3月31日）

当期
（2014年3月31日）

資
産
の
部

流動資産 47,405 51,743

固定資産 44,909 52,356

　有形固定資産 38,172 45,591

　無形固定資産 1,978 1,931

　投資その他の資産 4,758 4,833

資産合計 92,314 104,099

負
債
の
部

流動負債 39,154 32,098

固定負債 13,098 25,267

負債合計 52,252 57,365

純
資
産
の
部

株主資本 34,215 38,386

　資本金 7,273 7,273

　資本剰余金 7,946 7,946

　利益剰余金 20,400 24,578

　自己株式 △1,404 △1,411

その他の包括利益累計額合計 △726 454

　その他有価証券評価差額金 725 958

　為替換算調整勘定 △1,452 782

　退職給付に係る調整累計額 － △1,286

少数株主持分 6,573 7,892

純資産合計 40,062 46,733

負債純資産合計 92,314 104,099

連結キャッシュ・フロー計算書 単位：百万円（百万円未満切捨て）

科目／期別
前期

（2012年4月1日～
2013年3月31日）

当期
（2013年4月1日～
2014年3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,928 12,975

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,169 △9,861

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,213 △1,016

現金及び現金同等物に係る換算差額 16 133

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,437 2,230

現金及び現金同等物の期首残高 10,984 9,196
連結の範囲の変更に伴う現金及び
現金同等物の増減額（△は減少） 650 －

現金及び現金同等物の期末残高 9,196 11,427

連結損益計算書  単位：百万円（百万円未満切捨て）

科目／期別
前期

（2012年4月1日～
2013年3月31日）

当期
（2013年4月1日～
2014年3月31日）

売上高 70,886 77,350

売上原価 52,178 56,057

売上総利益 18,708 21,292

販売費及び一般管理費 12,422 13,923

営業利益 6,286 7,368

営業外収益 1,611 1,637

営業外費用 962 942

経常利益 6,935 8,063

特別利益 61 896

特別損失 13 17

税金等調整前当期純利益 6,982 8,942

法人税、住民税及び事業税 2,135 2,670

法人税等調整額 △55 492

少数株主損益調整前当期純利益 4,902 5,779

少数株主利益 516 1,044

当期純利益 4,385 4,735

連結株主資本等変動計算書
当連結会計年度（2013年4月1日～ 2014年3月31日） 単位：百万円（百万円未満切捨て）

科目／期別 株主資本
その他の
包括利益
累計額

少数株主
持分

純資産
合計

当期首残高 34,215 △726 6,573 40,062

当期変動額

　剰余金の配当 △557 △557

　当期純利益 4,735 4,735

　自己株式の取得 △7 △7
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額） 1,181 1,318 2,500

当期変動額合計 4,170 1,181 1,318 6,671

当期末残高 38,386 454 7,892 46,733
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経常利益
9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

△1,000

18%

10%

0%

△2%

6,7146,714

8,9478,947

△643△643

△1.3%△1.3%

6,9356,935

2012年/3期2011年/3期2010年/3期 2014年/3期2013年/3期

8,0638,063

10.6%10.6%

12.7%12.7%

9.8%9.8% 10.4%10.4%

経常利益

経常利益率

営業利益 
10,000

9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

20%

10%

0%

7,7137,713
9,5239,523

251251

6,2866,286

2012年/3期2011年/3期2010年/3期 2014年/3期2013年/3期

7,3687,368

12.2%12.2%
13.5%13.5%

0.5%0.5%

8.9%8.9% 9.5%9.5%

営業利益

営業利益率

当期純利益  
10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

△2,000

20％

12％

0％

△4％

8,1238,123

5,4355,435

△1,922△1,922

2012年/3期2011年/3期2010年/3期 2014年/3期2013年/3期

当期純利益

当期純利益率

△3.8%△3.8%

12.8%12.8%

7.7%7.7%
6.2%6.2% 6.1%6.1%
4,3854,385 4,7354,735

5,5965,596

2,9432,943 2,7632,763

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

11,000

2010/3期 2011/3期 2012/3期

設備投資額・減価償却費の推移

10,04010,040

2014/3期

4,8384,8384,5664,566
5,3635,363

4,7634,763

減価償却費設備投資額

2013/3期

10,83810,838

5,0275,027

主要財務指標

業績の推移  連結
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30,000

20,000

10,000

0
2012年/3期2011年/3期2010年/3期

63,45163,451
70,32670,326

51,14351,143

2014年/3期

70,88670,886

2013年/3期

77,35077,350

 

2011/3末 2012/3末 2013/3末 2014/3末 対前期末比

自己資本当期純利益率
（ROE） 39.3% 20.7% 14.2% 13.1% △1.1P

自己資本比率 29.2% 32.2% 36.3% 37.3% ＋1.0P

純有利子負債
（有利子負債－現預金） 19,415 16,977 17,159 15,844 △1,314

単位：百万円（百万円未満切捨て、比率は表示単位未満四捨五入）
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中期経営計画進捗レポート2015年3月期 通期業績予想

配当について
　当期の期末配当につきましては、業績などを総合的に勘案した結果
「１株当たり１０円」といたしたいと存じます。期末配当予想の１株当たり７
円と比べて３円の増配となります。
　これにより、中間配当実績「１株当たり７円」を加えた当期の年間配当は
「１株当たり１７円」となります。
　なお、次期の配当につきましては、中間配当「１株当たり１０円」、期末配
当「１株当たり１０円」の、年間配当「１株当たり２０円」を予定しております。

　次期（2015年3月期）につきましては、主力事業である自動車産業分
野は、消費税増税後の日本の内需や、政情不安の続くタイなどで生産の
減少が予想されますが、市場規模の大きい欧米や中国などを中心に、
世界全体の自動車市場は引き続き堅調な推移が見込まれます。
　造船業界は、世界全体での本格的な新造船の需要回復には、もう暫く
の時間を要するものと思われますが、日本では新造船の受注量が回復
するなど、明るい兆しも見られ、昨年までの先行き不透明感は徐々に薄
まりつつあります。
　また、建設機械業界では、依然として鉱山機械の需要低迷が続いてお
りますが、中国市場での一般建設機械の需要回復傾向や、北米・欧州
市場等での好転など、徐々に持ち直しの動きが見られ、世界景気の緩や
かな回復とともに需要の増加が期待されます。
　こうした事業環境などを踏まえ、2015年3月期の連結業績は下記を
予想いたしております。

【前期】
2013年3月期

【当期】
2014年3月期

【次期】
2015年3月期

中間 ７円 ７円 10円
（予想）

期末 ７円 １０円 10円
（予想）

年間配当 １４円 １７円 20円
（予想）

単位：百万円（百万円未満切捨て、比率は表示単位未満四捨五入）

連結　通期業績
【当期】

2014年3月期
（実績）

【次期】
2015年3月期
（予想）

増減額 増減率

売上高 77,350 80,000 ＋2,649 ＋3.4%
営業利益 7,368 7,800 ＋431 ＋5.9%

（営業利益率） （9.5%） （9.8%） ― ＋0.2P
経常利益 8,063 8,100 ＋36 ＋0.5%

（経常利益率） （10.4%） （10.1%） ― △0.3P
当期純利益 4,735 4,800 ＋64 ＋1.4%

（当期純利益率） （6.1%） （6.0%） ― （△0.1P）
※ 次期想定為替レート：１０３円/米ドル、１３８円/ユーロ
※ 業績予想は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づい
ており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な
要因により大きく異なる可能性があります。

Stage 1Stage 1 2012年度～2014年度

Stage 2Stage 2 2015年度～2017年度

すべり軸受の全産業分野で世界トップシェアを実現する

※自動車エンジン用
半割軸受

※ターボチャージャー用
軸受（スモールターボ）

アフター
マーケット

ブシュ
（自動車用部品）

ポリマー軸受
（一般産業用）

※低速ディーゼル
エンジン用

軸受（大型船舶用）

回転機械用軸受
（発電用タービンなど）

グローバル経営体制の構築

現状 目標

強固な
財務基盤の
構築

グローバル
生産能力の
大幅アップ

技術優位性
持続のための
研究開発
強化

品質の改革

生産性の
飛躍的向上
（新工法、バイ
メタル、品質）

生産・販売・
開発の
グローバル
体制の構築

世界全拠点の
経営安定化

非自動車分野
の開拓強化

生産管理の
強化

トップシェア実現のための事業基盤構築期間

中高速ディーゼルエンジン用
軸受（建設機械・中小型船舶用）

※：世界トップシェア（2013年暦年当社試算）

Together To The Top 
世界で存在感のある大同メタルグループへ
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2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2017年度
売上高 703億円 708億円 773億円 800億円 1,110億円
営業利益 95億円 62億円 73億円 78億円 167億円
営業利益率 13.5% 8.9% 9.5% 9.8% 15%以上

703 708
773 800

（予想）（実績） （計画）

1,110

200

400

600

800

1,000

1,200 240

210

180

150

120

90

60

30

売上高
（営業利益:億円）（売上高:億円）

営業利益

95

62 73 78

167

Stage 1Stage 1 Stage 2Stage 2
最終年度最終年度

グローバルベースでの
事業基盤拡大の進捗状況

TOPICS

中期経営計画

中期経営計画
「Together To The Top」の経営目標

大同メタルメキシコS.A. DE C.V.は、2013年7月に稼働し、昨秋よ
り日系自動車メーカーをはじめ米系自動車メーカーにも自動車用軸
受の納入を開始いたしました。同メキシコ新工場は、操業開始後、
順次生産量を増やしながら、今後は米国やメキシコ、それに南米も
視野に入れた生産の中核拠点として、早期黒字化を目指してまいり
ます。

ボルボ社（スウェーデン）から新型のガソリン及びディーゼルエンジン
向けの軸受を新たに受注いたしました。2015年1月より供給を開始
し、年間40万台分程度を供給する予定です。今後も海外メーカーと
の取引を拡大し、更なるシェア拡大を推し進めてまいります。

当社は発電・送電分野におけ
る世界的な大手アルストム社
（仏）向けに、水力発電所の発
電ユニットで使用される最先端
技術の「スラストベアリングパッド
（特殊樹脂軸受）」を供給する
契約を締結いたしました。

中期経営計画におけるグローバル研究・開発体制強化の一環とし
て、大同メタルチェコs.r.o.の敷地内に欧州2拠点目の研究開発拠
点となる“欧州テクニカルセンター”を設置いたしました。お客様への
迅速な技術サポート体制を確立するとともに、欧州域内での更なる
受注拡大を目指してまいります。

アルストム社（仏）と水力発電設備用
スラストベアリングパッドの供給契約を締結

自動車分野

非自動車分野 グローバルベース体制の構築・強化
欧州テクニカルセンターの新設

大同メタルメキシコ新工場 ～生産順調拡大～ ボルボ社より新型エンジン向け軸受を新規受注

時　期 拠点 及び 内容 進捗状況

2012年 ダイナメタルCO.,LTD.（タイ）
第３工場 完成

〃 大同精密金属（蘇州）有限公司
第２工場 完成

2013年4月 大同メタルチェコs.r.o.
第２工場 完成

2013年6月 PT.大同メタルインドネシア
第２工場 完成

2013年7月 大同メタルメキシコS.A. DE C.V.
新工場 操業開始

2014年1月 大同メタルメキシコ販売S.A. DE C.V. 設立

2014年2月 欧州テクニカルセンター
（欧州2拠点目） 稼働

2014年中 大同メタルロシアLLC
生産能力増強

稼働に向け
着手中

　中期経営計画（2012年度から2017年度までの6ヵ年計画）では「 Together To The Top（ともにトップを目指そう） 」との
スローガンのもと、すべり軸受の全産業分野においてトップシェアを獲得し、世界で存在感のある大同メタルグループを目指します。
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企業情報

役　員

【取締役及び監査役】 （2014年6月27日現在）

代 表 取 締 役 会 長
兼最高経営責任者 治 誠 吾
代 表 取 締 役 社 長
兼最高執行責任者 樫山　恒太郎
取 締 役 常 務
兼 上 席 執 行 役 員 佐々木　利行
取 締 役
兼 上 席 執 行 役 員 河 村 康 雄
取 締 役
兼 上 席 執 行 役 員 井 川 雅 樹 
常 勤 監 査 役 玉 谷 昌 明

☆ 監 査 役 田 辺 邦 子
☆ 監 査 役 松 田 和 雄

〔注〕☆印はいずれも社外監査役であります。

【執行役員】 （2014年7月1日現在）

上 席 執 行 役 員 岡  戸   篤
上 席 執 行 役 員 佐 藤 善 昭（昇任）

上 席 執 行 役 員 小 暮 圭 一（昇任）

上 席 執 行 役 員 吉 田 秀 雄（昇任）

執 行 役 員 坂 元 敬 重
執 行 役 員 三 代 元 之
執 行 役 員 宮 脇 敏 之
執 行 役 員 伊 藤 吉 明
執 行 役 員 鬼 頭 幸 裕
執 行 役 員 浅 井 眞 吾（新任）

執 行 役 員 佐々木　秀明（新任）

会社概要 （2014年3月31日現在）
設 立 1939年（昭和14年）11月4日
資 本 金 7,273百万円
従業員数（正社員） 連結 4,058名／個別 1,130名
事 業 内 容 ●自動車用エンジン軸受

自動車（乗用車・トラック・レーシングカー）エンジン用軸受、二輪エンジン
用軸受、エンジン補機（ターボチャージャー・バランサー機構）用軸受など

●自動車用エンジン以外軸受
自動車部品（トランスミッション、ショックアブソーバー、空調用コンプレッ
サー、ステアリング、インジェクションポンプ等）用軸受など

●非自動車用軸受
低速（２サイクル）ディーゼルエンジン用軸受、中高速（４サイクル）ディーゼ
ルエンジン用軸受、発電（水車・タービン等）用軸受、産業用（コンプレッサー・
増減速機等）軸受、ロータリーポンプ、集中潤滑装置（工作機械用）、キャパ
シタ用電極シートなど

●その他
金属系無潤滑軸受事業、不動産賃貸事業など

本 社

国内生産拠点

国内販売拠点

名古屋本社 〒460-0008 名古屋市中区栄二丁目3番1号 
 名古屋広小路ビルヂング13階
東 京 本 社  〒140-0002 東京都品川区東品川二丁目２番２４号
 天王洲セントラルタワー１７階

犬山工場（犬山事業所内） 前原工場（犬山事業所内）
バイメタル製造所（犬山事業所内） 岐阜工場
TMBS工場（犬山事業所内）※2014年4月1日付で改組しました。
TMBS＝Turbomachinery Bearing Systems（回転機械用特殊軸受）

東京支店、名古屋支店、大阪支店、浜松営業所、広島営業所、九州営業所
関 係 会 社 ●国内

生 産

販 売
物 流
不動産賃貸

：

：
：
：

大同プレーンベアリング株式会社、エヌデーシー株式会社
大同インダストリアルベアリングジャパン株式会社
大同メタル販売株式会社、エヌデーシー販売株式会社
大同ロジテック株式会社
株式会社アジアケルメット製作所

●海外（主な拠点）
【アジア】
中原大同股份有限公司（台湾）
同晟金属株式会社（韓国）
ダイナメタルCO., LTD.（タイ）

韓国ドライベアリング株式会社（韓国）
BBL大同プライベートLTD.（インド）
PT.大同メタルインドネシア（インドネシア）

【中国】
大同精密金属（蘇州）有限公司（中国）
【ヨーロッパ】
大同インダストリアルベアリングヨーロッパLTD.（イギリス）
大同メタルコトールAD（モンテネグロ）
大同メタルドイツGmbH（ドイツ）

大同メタルチェコs.r.o.（チェコ）
大同メタルヨーロッパLTD.（イギリス）
大同メタルロシアLLC（ロシア）

【アメリカ】
大同メタルU.S.A. INC.（米国）
大同メタルメキシコ販売S.A. DE C.V.（メキシコ）

大同メタルメキシコS.A. DE C.V.（メキシコ）
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株式事項 （2014年3月31日現在）
 株式の状況
発行可能株式総数　80,000,000株
発行済株式の総数　44,956,853株 （自己株式5,133,324株を含む）
株 主 数　3,250名

 大株主
株 主 名 持株数（千株）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,658
三井住友信託銀行株式会社 1,978
株式会社みずほ銀行 1,977
株式会社三菱東京UFJ 銀行 1,822
東京海上日動火災保険株式会社 1,661
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,242
ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドン エス エル オムニバス アカウント 1,176
大同メタル友栄会持株会 1,140
ザ セリ ワタナ インダストリー カンパニー リミテッド 703000 1,000
日新製鋼株式会社 909

〔注〕当社は自己株式5,133,324株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。

 所有者別株式保有状況

アメリカ
日本

アジア

中国
ヨーロッパ

大同メタルU.S.A. INC.
デトロイト本社

大同メタルU.S.A. INC.
ベルフォンテンオフィス

中原大同股份有限公司

ダイナメタルCO., LTD.

大同インダストリアルベアリング ヨーロッパ LTD.
欧州地域本部

大同メタルヨーロッパ LTD.

大同メタルドイツGmbH

大同メタルロシアLLC
コ s.r.o.大同メタルチェコ s.r.o.

大同メタルコトールAD

PT.大同メタルインドネシア

大同精密金属（蘇州）有限公司

BBL大同プライベートLTD.

同晟金属（株）

大同プレーンベアリング（株）
エヌデーシー（株）
大同インダストリアルベアリングジャパン（株）

大同メタル工業（株）

地域本部
販売拠点
生産拠点

研究開発拠点

大同インダストリアルベアリング ヨーロッパ LTD.
大同メタルヨーロッパ LTD.

大同メタルメキシコ
S.A. DE C.V.

（2013年7月操業開始）

大同メタルメキシコ販売
S.A. DE C.V.

（2014年1月設立）

グローバルネットワーク（主な拠点） （2014年3月31日現在）

個人・その他
21.2％

国内法人
14.1％ 金融機関

37.8％

自己名義株式 11.4％

外国法人
14.8％

証券会社
0.7％
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株主メモ

株式に関する諸手続のご案内

http://www.daidometal.com/
環境に配慮した「植物油インキ」を
使用しています。

住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について
　株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
　なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特
別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

上場株式等の配当等に係る軽減税率の廃止について
　2014年1月1日から上場株式等の配当等に係る10%軽減税率（所得税
7%、住民税3%）は廃止され、本来の税率である20%（所得税15%、住民税
5%）となりました。
　また、2013年1月1日から2037年12月31日までの間（25年間）は、「東日
本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関
する特別措置法」が施行されており、「復興特別所得税」として0.315%（所得
税額に対して2.1%）が併せて課税されています。

「配当金計算書」について
　配当金お支払の際にご送付しております「配当金計算書」は、租税特別措置法の
規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。
　ただし、株式数比例配分方式をご選択いただいている株主様につきましては、
源泉徴収税額の計算は証券会社等にて行なわれます。確定申告を行う際の添付
資料につきましては、お取引の証券会社にご確認をお願いします。
　なお、配当金領収証にて配当金をお受取りの株主様につきましては、配当金の
お支払の都度「配当金計算書」を同封させていただいております。確定申告をなさ
れる株主様は大切に保管ください。

未払配当金のお支払いについて
　株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

三井住友信託銀行株式会社

株式事務に関するご質問（フリーダイヤル）
0120-782-031［ 受付時間：平日 9：00～17：00 ］1 2 インターネットによる株式に関する諸手続きのご案内

http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

三井住友信託銀行株式会社定時株主総会 毎年6月

基準日
定時株主総会 ： 毎年3月31日
期 末 配 当 ： 毎年3月31日
中 間 配 当 ： 毎年9月30日

特別口座の
口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

単元株式数 1,000株

郵便物送付先

（電話照会先）

〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の
本店および全国各支店で行っております。

公告方法 電子公告の方法により、当社のホームページ
（http://www.daidometal.com/） に掲載
します。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告をすることができない場合は、日本経
済新聞に掲載します。

上場証券取引所 東京証券取引所市場第一部、名古屋証券取引所市場第一部
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